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１【有価証券報告書の訂正報告書の提出理由】
　2018年６月20日に提出した第131期（自　2017年４月１日　至　2018年３月31日）有価証券報告書の記載事項の一部

に訂正すべき事項がありましたので、これを訂正するため、有価証券報告書の訂正報告書を提出するものです。

 

２【訂正事項】
第一部　企業情報

第５　経理の状況

１　連結財務諸表等

(1）連結財務諸表

注記事項

（リース取引関係）

オペレーティング・リース取引

 

３【訂正箇所】
　訂正箇所は＿＿＿を付して表示しています。
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第一部【企業情報】

第５【経理の状況】

１【連結財務諸表等】

(1)【連結財務諸表】

【注記事項】

（リース取引関係）

オペレーティング・リース取引

 

（訂正前）

（借主側）

オペレーティング・リース取引のうち解約不能のものに係る未経過リース料

 
前連結会計年度

（平成29年３月31日）
当連結会計年度

（平成30年３月31日）

１年以内 72,375百万円 55,213百万円

１年超 200,694　〃 154,489　〃

合計 273,070百万円 209,703百万円

 

（貸主側）

オペレーティング・リース取引のうち解約不能のものに係る未経過リース料

 
前連結会計年度

（平成29年３月31日）
当連結会計年度

（平成30年３月31日）

１年以内 4,720百万円 3,598百万円

１年超 42,993　〃 44,543　〃

合計 47,714百万円 48,142百万円

 

（訂正後）

（借主側）

オペレーティング・リース取引のうち解約不能のものに係る未経過リース料

 
前連結会計年度

（平成29年３月31日）
当連結会計年度

（平成30年３月31日）

１年以内 75,014百万円 56,165百万円

１年超 240,070　〃 176,888　〃

合計 315,085百万円 233,053百万円

 

（貸主側）

オペレーティング・リース取引のうち解約不能のものに係る未経過リース料

 
前連結会計年度

（平成29年３月31日）
当連結会計年度

（平成30年３月31日）

１年以内 4,720百万円 4,102百万円

１年超 42,993　〃 45,574　〃

合計 47,714百万円 49,676百万円

 

EDINET提出書類

日本郵船株式会社(E04235)

訂正有価証券報告書

3/3


	表紙
	本文
	１有価証券報告書の訂正報告書の提出理由
	２訂正事項
	３訂正箇所
	第一部企業情報
	第５経理の状況


	１連結財務諸表等
	(1)連結財務諸表
	注記事項



